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1. はじめに

　一葉双曲面は負のガウス曲率に分類される幾何学的形

状を指し、直線より曲面を形成する特徴 ( 線織性 ) を有

する (図1-a)。建築への適用例としては神戸ポートタ

ワー(図1-b) が挙げられ、構造特性に関する研究が数多

く報告されている。また、一葉双曲面の特徴として柱頭・

柱脚部に近い部材ほど部材が長くなるという点が挙げら

れる (図2)。既往の研究 [1] より一葉双曲面の形状に圧

縮力が加わった場合、柱脚部付近の部材長により座屈

耐力・座屈性状が決定されるため、形状選択の自由度

の拡大を阻害する要因となっていることが報告されて

いる。

　以上を踏まえ、本論ではカーボンナノチューブ型分子

構造 (図3) に着目した。テンション材に置換したカーボ

ンナノチューブ型分子構造に鉛直上向きの強制変位を与

えることで形成した一葉双曲面形状を提案し、その構造

特性について実験及び数値解析により検討を行う。カー

ボンナノチューブ型分子構造は以下の特徴を有する。

1)カーボンナノチューブ型分子構造をテンション材に置換し      

　たモデルに強制変位を与えることで伸びなし ( 無ひずみ )

　変形が生じる。本構造を構成する六角形格子は、ポア

　ソン比が1 の形状であるため等張力曲面を形成可能で

　ある [2](図4)。

2) 一葉双曲面形状を容易に形成可能であり、形状形成

　 後のモデルは全ての部材が同一の長さとなる(図 5)。

　本構造は単層であり、等価シェル厚が薄く、設計を行

う際には座屈の評価が重要な課題となる。通常、負のガ

ウス曲率を有するラチスシェルは曲率が大きいほど座屈

荷重が高いとされる [3]。しかし本構造においては、曲

率の変化に伴い、中央円半径やモデルの塔状比・モデル

高さが変化するため、モデル形状の違いにより座屈性状

や座屈耐力が大きく異なると考えられる。

　以上より、本論ではカーボンナノチューブ型分子構造

をテンション材に置換したモデルを対象に、塔状比・強

制変位量・格子の部材長による全体形状の比較を行う。

また、形状形成後のモデル形状を対象に座屈性状につい

て実験及び数値解析により検討を行う。 

板の中央の変位を測定した。なお、載荷は試験体に個材座

屈が生じるまで行った。

2-2. 実験結果及び考察

　各試験体の荷重 - 鉛直変位関係 ( 試験体ケースごとの

平均 ) を図7 に、部材長の違いによる等価軸剛性の比較を

図8 に示す。なお、本研究では軸方向の剛性を荷重 - 鉛直

変位関係の原点を通る第一勾配の近似線より算出した。実

験結果より部材長が短くなるにつれ、座屈耐力・等価軸剛

性ともに向上する傾向が確認された。部材長ℓ=15mm に対す

る等価軸剛性の比は、ℓ=10mm 時が 17.5 倍、ℓ=5mm 時が

46.25 倍となっている。なおモデル毎の断面積は、ℓ=15mm

に対してℓ=10mm が 1.5 倍、ℓ=5mm が 3 倍となっており断面積

の増加率に比べ等価軸剛性の増加の割合が大きくなってい

る。また、等価軸剛性を試験体質量で割ることで質量比に

よる比較を行うと部材長ℓ=5mm で 2.47N/mm・g、ℓ=10mm で

1.75N/mm・g、ℓ=15mm で 0.14N/mm・g となり、部材長が短い

方が大きな値となった。

3. 形状解析

3-1. 形状解析概要

　前章で対象としたモデルは、鉛直載荷時に部材交点に

曲げモーメントが生じる。そこで曲げモーメントの低減

を目的として、カーボンナノチューブ型分子構造をテン

ション材に置換し、鉛直方向に強制変位Δh を与えるこ

とで軸力が支配的となる初期形状を求めた。本構造をテ

ンション材に置換したモデルに上向きの強制変位Δh を

与えた場合、伸びなし ( 無ひずみ ) 変形が生じ等張力曲

面が形成される。しかし、強制変位量がある値に達した

時点で、テンション材に張力が生じ、等張力曲面でなく

なる。また、モデルが等張力曲面を形成可能な最大の強

制変位量 ( 以下、Δhmax と称す。) を与えた場合の形状に

は以下の 2 つのパターンが存在する。

1) 塔状比の小さなモデルでは、モデル形状の変形に伴い柱

　 頭から柱脚にかけて斜めに部材が一直線となる(図 9-a)。

2) 塔状比の大きなモデルでは、モデル中央の六角形格子の

　 縦の材同士が接触し一直線となる( 図 9-b)。

　以上よりモデル径や塔状比及び部材長により、Δhmax

の変化量及びΔhmax 時のモデル形状の把握を目的として

数値解析を行った。

　形状解析の検討モデル及び数値解析概要を図 10 に示

す。検討モデルは、端部直径 R=440mmで部材長ℓ=50mmの

modelA、端部直径 R=440mmで部材長ℓ=100mmの modelB、

端部直径 R=660mmで部材長ℓ=100mmの modelCの3つを対

象に塔状比をパラメータとして検討を行った。数値解析

モデルは、材料非抗圧性を考慮した Truss 要素とし、部

材交点はピン接合と設定した。

3-2. 形状解析結果

　形状解析によって得られた modelB のモデル形状を図

11 に示す。また、塔状比の違いによるΔhmax の比較を図

12 に、Δhmax 時のモデル中央における初期形状からの水

平変位を図 13 に示す。modelA、B の 2 つは塔状比 6 か

ら 7 にかけてΔhmax 時のモデル形状の分岐を確認し、

modelC では塔状比 7 から 8 にかけてΔhmax 時のモデル形

状が分岐する性状を示した。また、R=440mm の 2 つのモ

デル (modelA,B) は多少の差異はあるものの同様の傾向

を示したため、Δhmax 時のモデル形状の分岐はモデル端

部の直径 R により変化することが把握された。

4. 座屈解析

4-1. 線形座屈固有値解析概要

　前章で作成した形状を用いて、部材を鋼材に置換し、

部材交点を剛接合としたモデルを対象として線形座屈固

有値解析を行った。座屈解析概要を図 14 に示す。数値

解析モデルは、Beam 要素とし、柱頭・柱脚部は剛体要

素 (EI=∞) とした。また、modelB の塔状比 1 ～７のΔ

h=0 とΔhmax の計 14 ケースを対象とした。

4-2. 線形座屈固有値解析結果

　線形座屈固有値解析で得られた一次座屈モード及び座

屈荷重を図 15 に示す。全ての塔状比でモデル全体が座屈

する性状が確認された。また、Δh=0 のモデルは塔状比の

増加に伴い、座屈耐力が小さくなる傾向を示した。一方、

Δhmax時の座屈荷重は塔状比 3 のモデルが最大となり、塔

状比が 3 を超えると小さくなる傾向を確認した。

modelA,B,C の全ての提案モデルにおいて同様の傾向を

確認した。以上より端部直径 R に対するΔhmax 時のモデ

ル中央の直径 R’の値に注目すると、R’/R=0.26～0.34 の

範囲内で座屈耐力が最大となると考えられる。

4-3. 弧長増分解析概要

　前章で作成したΔh=0、Δhmax の形状を対象として幾何

学的非線形と材料非線形を考慮した弧長増分解析を行っ

た。構造諸元及び材料諸元は線形座屈固有値解析と同様

とした。初期不整は、線形座屈固有値解析結果に基づい

た１次の座屈モード (図15) を形状不整として与え、最大

不整量はモデル高さの 1/1000 とした。

4-4. 弧長増分解析結果

　Δh=0 時の荷重 - 鉛直変位関係を図 16 に、塔状比の違い

による等価軸剛性の比較を図 17に示す。また、Δhmax 時の荷

重 - 鉛直変位関係を図 18 に、塔状比の違いによる等価軸剛

性の比較を図 19 に示す。Δh=0 モデルは、塔状比の増加に

伴い座屈耐力及び等価軸剛性が低下する傾向がみられた。

これは、塔状比の増加により架構全体の座屈長さが増加した

ことが原因と考えられる。一方、Δhmaxモデルの等価軸剛性は、

全ての塔状比においてΔh=0 モデルの等価軸剛性よりも大き

な値となった。これは、モデルに強制変位Δhmax を与えるこ

とで軸力が支配的な形状が得られたことが原因と考えられ

る。

5. まとめ

　本論では、カーボンナノチューブ型分子構造を有する骨

組の基本的構造特性の把握を目的に実験及び数値解析によ

る検討を行った。また、カーボンナノチューブ型分子構造

をテンション材に置換したモデルに強制変位を与えた場合の

モデル形状の特性を確認し、座屈解析により座屈性状の把

握を行った。今後は、テンション材置換により得られたモデ

ル形状を対象として実験的検討を行う予定である。

　

2. 鉛直載荷実験

2-1. 実験概要

　カーボンナノチューブ型分子構造を構成する格子部材

の長さが及ぼす影響の把握を目的として、鉛直載荷実験

を行った。実験概要を図 6 に示す。六角形格子の一辺の

部材長が 5mm、10mm、15mm の計 3 ケースについて 3 体

ずつ実験を行った。また、試験体の柱脚部と柱頭部に厚

さ 15mm の円柱状の木材を挿入することで両端の断面の

形状変化を拘束している。載荷は試験体上部に取り付け

たスライド板を錘により引き込むことで、試験体頂部に

鉛直下向きの圧縮力を加えた。鉛直変位の測定は、スラ

イド板上面に取り付けた巻き込み変位計を用い、スライド

図15　modelBの座屈性状及び座屈荷重一覧
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図2 ダンパーの耐力・剛性

表1 主要部材断面表

 

柱 □-750x750x19x19 ~ □-750x750x60x60 
 H-900x450x25x55 ~ H-950x750x28x75 
梁 H-700x250x14x25 ~ H-850x300x16x32 

Y

X

Z

X

dαy,1 0.000 0.005 0.015 0.025 0.035 
T1[s] 7.41 6.45 5.83 5.58 5.44 

 

表2 ダンパー量と１次固有周期

(a) 降伏層せん断力 (b) 剛性

※dαy,1:0.000時は主架構のみ(ダンパーなし) 
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東海・東南海・南海連動地震における単独地震と連動地震の対応関係  
―履歴型ダンパーを付与した制振構造における累積値の分析―  
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履歴型ダンパー 累積損傷 超高層建物 制振構造

 

1. はじめに 
近年, 南海トラフ沿いの巨大地震として東海・東南海・南

海地震が連動する三連動地震の発生が懸念されている。三

連動地震が発生すると主要都市圏では長周期地震動の発生

が予想されることから, 制振ダンパーによる超高層建物の

長周期地震動対策が進んでいる 1)。連動地震は, 連動する

個々の地震 (以降, 単独地震と呼ぶ) の震源モデルが同一で

も, 破壊開始点や発生順序等の差異により様々な想定が可

能で, その予測波は単独地震に比べて膨大な数となり，バラ

ツキを有する 2)。そのため予測された地震動に対してのみ耐

震性能を評価するのではなく，予測地震動のバラツキを考

慮した上で耐震設計を行なう必要がある。 
筆者らは, 耐震構造の建物を対象として, 単独地震の応

答に基づいた連動地震による最大値と累積値の評価法を提

案してきた 2,3)。本研究は, この続報で履歴型ダンパーを有

する建物を対象とした評価法の提案を目的としている。こ

れまで, 特定のモデルによる提案法の検討を行ってきた 4)が, 
ダンパーの設定条件を変化させた際の検討は行っていない。 
そこで本報では, ダンパーの設定条件をパラメータとし

た建物モデルを用いて, 単独地震と三連動地震による累積

値の対応関係の分析を行う。 
 

2. 検討用建物モデルの概要 
本報では, 地上 50 階, 高さ約 200 m の純ラーメン架構 2)

へ履歴型ダンパーをコア周りに連層配置とした建物を部材

レベルでモデル化した。図 1 に (a) 軸組図, (b)基準階伏図，

表 1 に主要断面部材を示す。解析は, 剛床仮定で X 方向の

みの 1 方向入力とし P-δ 効果は考慮していない。構造減衰

は, 主架構のみの場合の一次固有周期 T1 に対して h = 2 % 
の剛性比例型とした。 
ダンパーは, 履歴型ダンパーとして座屈拘束ブレースを

用い, 塑性化部, 弾性部, 取付け部で構成される。部材長さ 
L に対して塑性化部の長さ L/4 とし, 塑性化部断面積 Ad 

に対して弾性部・取り付け部断面積 2Ad とする。塑性化部

には LY225 材 (降伏応力度 225 N/mm2) を用いる。 
第 i 層のダンパーの降伏層せん断力 dQy,i は, ダンパー

の第 1 層の降伏耐力 dQy,1を 





N

i
iydyd gMQ

1
1,1,   (1) 

と算出しこれを基準として定める。Ai 分布に基づく設計用

層せん断力係数に基づき 10 層ごとの 5 段階分布として 

1, ydiiyd QAQ   (2) 

より定める。ここに, dαy,1:ダンパーの第 1 層の降伏層せん断

力係数, Mi:第 i 層における建物質量, g :重量加速度 
式(1)における dαy,1 （以降, ダンパー量と呼ぶ）をパラメ

ータとして 0.005~0.035 間を 0.010 刻みとして設定した制

振構造の建物モデルを用いて検討を行う。表 2 に設定した

ダンパー量 dαy,1 と １ 次固有周期 T1, 図 2 にダンパーの

高さ方向における (a) 降伏層せん断力・(b) 剛性分布を示す。

ダンパー量 dαy,1が大きいほど, ダンパーの降伏層せん断力・

剛性は大きくなる設定条件となる。 
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図 4 入力エネルギーの速度換算値 VEの対応関係

表 4 検討地点とその略称
(a) 関東平野 (b) 濃尾平野 (c) 大阪平野

表 3 想定地震と略称

 想定地震 略称 

単独地震 

東海地震 T 
東南海地震 TN 

南海地震(Case-1) N_1 
南海地震(Case-2) N_2 

連動地震 三連動地震(Case-1) T-TN-N_1 
三連動地震(Case-2) T-TN-N_2 

検討地点 略称 
野田市役所 CBMT 
久喜市役所 CBND 
東京都庁 TKTK 

 

検討地点 略称 
南知多町 AIMT 
常滑市役所 AITK 
四日市市役所 MIYK 

 

検討地点 略称 
Kik-net OSKH 

大阪市役所 OSOS2 
八尾市役所 OSYO 

 

図 3 検討地点 OSOS2 における応答スペクトル

(a) 擬似速度応答スペクトル pSv  

(b) エネルギースペクトル VE

T TN N_1,2 T-TN-N_1,2 式(4-2)

3. 検討用地震動の概要 
本報では,中央防災会議で提示された 2003 年の震源モデ

ル 5)に基づき山本・吉村が作成した 3 次元 FEM による三

連動地震の予測波 6)を用いる。この予測波は周期 2.5 s 以上

が適用範囲である。本研究では, 実在構造物の固有周期を考

慮し解析対象周期を 2.5 ~ 10 s と定める。地震発生ケースは 
2 種類で, 紀伊半島沖を破壊開始点とし 南海地震が西へ

東南海地震と東海地震が東へ破壊が伝播する Case-1 破壊

開始点を南海地震西端の足摺岬沖とし 南海地震 東南海

地震 東海地震の順に破壊が伝播する Case-2 である。 
表 3 に想定地震とその略称を示す。検討地点は関東・濃

尾・大阪平野からそれぞれ代表して 3 点, 計 9 地点の予測

波を採用する。表 4 に検討地点とその略称を示す。同表の

検討地点のうち, 代表として OSOS2 における予測波にお

ける擬似速度応答スペクトル pSv とエネルギースペクトル 
VE を図 3 に示す。三連動地震と単独地震を比較すると, 
Case1 では三連動地震が大きく, pSv では最大単独地震に対

して概ね 1.5 倍, Case2 では同程度で周期によっては単独地

震より小さい。三連動地震においては 2 つのケースでばら

つきが大きく, pSv では周期 6.3 秒周辺で約 140 cm/s の差

異がみられる場合もある。このように, 連動地震は, 発生ケ

ースによってレベルのばらつきがあり, 多くの場合は個々

の単独地震よりも大きいが稀に小さくなる場合がある。 
本報では, これらの地震動に対して, 既報で定めた長周

期地震動が卓越する「特定の周期帯」, 最も応答が大きくな

る主軸方向 2)を対象に議論を進める。 
 

4. 単独地震と三連動地震における累積値の対応関係 
4.1 入力エネルギーの対応関係

北村らは, 長寿命建築物が遭遇する 3 つの単独の地震動

を想定し, これらを時系列に連続して作用させた時刻歴応

答解析結果から入力エネルギーが各地震動の累積となるこ

とを示している 7)。本報においても, この考えに基づき n 個
の単独地震が連動する場合, 連動地震の入力エネルギー E 
を次式で考える。 
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速度換算値であるエネルギースペクトル VE は次式で表さ

れる。 
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図 4 に, 時刻歴応答解析から得られる入力エネルギーの

速度換算値 VEについて, 横軸に単独地震の総和（式 (4) ）, 
縦軸を T-TN-N_1,2 による速度換算値とした対応関係を示

す。式(4)と T-TN-N_1,2 による入力エネルギーは, ダンパー

量 dαy,1に関わらずその対応は良く, やや単独地震の総和が大

きい傾向が確認できる。連動地震は個々の地震動が連動す

ることで位相の干渉や継続時間の増加により入力エネルギ

ーの増大が考えられる。これを踏まえると, 式 (3) および 
(4) による個々の単独地震の総和とした評価は連動地震に

対して概ね安全側の評価と考えられる。 

4.2 ダンパー・主架構の塑性歪エネルギーの対応関係

次に, ダンパー・主架構の塑性歪エネルギーについて述べ

る。入力エネルギー同様に, n 個の単独地震の総和として，

ダンパー塑性歪エネルギー dWp および主架構塑性歪エネル
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ーの増大が考えられる。これを踏まえると, 式 (3) および 
(4) による個々の単独地震の総和とした評価は連動地震に

対して概ね安全側の評価と考えられる。 

4.2 ダンパー・主架構の塑性歪エネルギーの対応関係

次に, ダンパー・主架構の塑性歪エネルギーについて述べ

る。入力エネルギー同様に, n 個の単独地震の総和として，
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図 7 検討地点 OSOS2 におけるダンパーの累積塑性変形倍率 dηm (式(7))

(a) Case1 

(b) Case2 

図 6 主架構の塑性歪エネルギーの対応

図 5 ダンパーの塑性歪エネルギーの対応

ギー fWp をそれそれ次式で表現する。 





n

j
jpdpd WW

1
,  (5) 





n

j
jpfpf WW

1
,  (6) 

図 5 に縦軸に式(5), 横軸に T-TN-N_1,2 としたダンパー

の塑性歪エネルギーの対応関係を示す。式(5)が T-TN-N_1,2 
よりも大きい傾向がある。とりわけダンパー量 dαy,1が小さい 
0.005, 0.015 の場合に顕著である。これは, 式 (1) より dαy,1

が小さいほど, 三連動地震よりも小さい単独地震において

もダンパーが早期に降伏しエネルギー吸収するためだと考

えられる。一方, dαy,1が 0.025, 0.035 と大きい場合は, プロッ

トがやや右斜め下に位置する傾向にあり, 連動地震による

エネルギーがやや大きい。これは，単独地震においてダン

パーが降伏しないケースがあるためである。 

次に, 主架構の塑性歪エネルギーについて述べる。図 6 
に, ダンパー同様, 主架構の塑性歪エネルギーの対応関係

を示す。プロットは, やや右斜め下に位置する傾向がみられ

る。ダンパー量による傾向はみられない。これについて, 三
連動地震は, 地震動が連動することで位相差の干渉による

振幅の増幅およびそれに伴う変形の増大が生じ主架構の塑

性化が進むと考えられる。それに対して, 単独地震では, ダ
ンパーの塑性歪エネルギーが大きい (図 5) ことからその

制振効果に伴い, 塑性化の程度が小さく (場合によっては

弾性応答に留まる) ことが要因として考えられる。一部左上

に位置するプロットは, 3 章で述べたように連動地震のばら

つきが影響しそのエネルギー量が小さくなった結果である。 
4.3 ダンパー・主架構の累積塑性変形倍率の高さ方向分布

累積値の高さ方向の分布を確認する。代表として検討地

点 OSOS2 の応答解析結果よりダンパーと主架構の累積塑

性変形倍率を検討する。ダンパーの累積塑性変形倍率 dηm 

は，第 i 層におけるダンパー1 本分の塑性歪エネルギー 

dWp,i,m を用いて次式で算出される。 
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(a) Case1 

(b) Case2 
図 8 検討地点 OSOS2 における層の累積塑性変形倍率 fη (式(8))

ここで, dNy:ダンパーの降伏軸耐力, duy:ダンパーの降伏軸変

形である。主架構における層の累積塑性変形倍率 fηは, 第 i
層における主架構の塑性歪エネルギー fWp,i より 
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と算出する。ここで, fQy,i:第 i 層における主架構の降伏層せん断

力, fδy,i:第 i 層の降伏変形である。 
図 7 にダンパーの累積塑性変形倍率 dηm の高さ方向の

分布をダンパー量 dαy,1 ごと示す。4.2 節で述べたように, dαy,1

が 0.005, 0.015 と小さい場合, T-TN-N_1,2 と比較して単独

地震の総和による dηm は大きく, その値は 400 を上回る。

dαy,1 が 0.035 と大きい場合は単独地震の総和とした dηm が
小さくなり T-TN-N_1,2 と同程度となる。このことから, 建
物へ投入するダンパー量に応じて, 連動地震より単独地震

の総和と考えた値が大きくなる可能性がある。ダンパーの

設計の際には, 連動地震だけではなく, 個々の単独地震に

よる累積塑性歪エネルギーや疲労損傷といった評価にも留

意する必要がある。 
図 8 に主架構における層の累積塑性変形倍率 fη の高さ

方向の分布を dαy,1 ごとに示す。Case1 では, 単独地震の総和

と T-TN-N_1 と比較して, T-TN-N_1 の応答が大きい。これ

は図 3 (a) の pSv で T-TN-N_1 が大きいことからも分かる。

Case2 の dαy,1 が 0.005, 0.035 では単独地震の総和がやや大き

い。連動地震の予測波の応答としては, Case1 のような個々

の単独地震の応答を上回ることが殆どであることを確認し

ているが, 連動することで Case2 のような応答となり得る

ため, そのばらつきには留意が必要である。 
 

5. まとめ 
履歴型ダンパーの設定条件をパラメータとした制振構造

の超高層建物モデルを用いて, 累積値に着目した単独地震

と三連動地震の対応関係を確認した。 
1)入力エネルギーは,ダンパー量に関わらず個々の単独地震

の総和と考えることで三連動地震に対して概ね安全側に

評価が可能である。 
2)ダンパーの塑性歪エネルギーについて, ダンパー量が小

さい場合, 単独地震の総和は連動地震より大きい傾向が

ある。 
3)主架構の塑性歪エネルギーは, ダンパー量に関わらず単

独地震の総和と連動地震では後者が大きい傾向がある。連

動地震の応答のばらつきから, 一部その関係が逆転する

場合もある。 
単独地震の総和とした入力エネルギーを分配することで,

主架構やダンパーの累積値に対して, 連動地震のばらつき

を考慮した評価することが今後の課題である。 
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